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柔軟な廃棄物管理法は、従来の廃棄物管理法では適用困難な高レベル廃棄物を顆粒体として一時貯蔵する

ことにより、MA 分離変換技術を適用可能とした。顆粒体貯蔵設備の経済性を従来のガラス固化体貯蔵設備

と比較して評価した。 
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1. 顆粒体貯蔵設備の設計 

 軽水炉使用済燃料から発生する高レベル廃棄物を顆粒体として長期貯蔵する柔軟な廃棄物管理法につい

て、顆粒体充填率をパラメータに顆粒体貯蔵設備の所要容積を評価し、六ケ所再処理ガラス固化体貯蔵設

備のコストデータを基に貯蔵減容の経済性効果を評価した。顆粒体貯蔵設備は現行の六ケ所再処理工場の

ガラス固化体貯蔵設備を活用しつつ、できるだけ減容を図るものとした[1, 2]。 

貯蔵設備の所要容積評価においては、冷却方式は現行の自然循環間接冷却方式とし、キャニスタの寸法、

顆粒体充填率、充填ガスをパラメータに、冷却空気温度≦65℃（ガラス固化体貯蔵設備と同じ）と顆粒体

中心温度≦275℃（顆粒体成分の融点）を制限条件として、簡易熱伝導解析を行った。 

2. 顆粒体貯蔵設備の経済性評価 

顆粒体貯蔵設備容量の評価結果を基に、六ケ所再処理工場ガラス固化体貯蔵設備のコスト見積データ及

び増設計画[3]を参考に、柔軟管理法の顆粒体貯蔵設備コストの概算評価を行った。経済性評価条件として

は、地層処分前冷却期間 32 年、非顆粒化処理(柔軟法非適用)期間 10 年を基準ケースとした。 

一例として、基準ケースの貯蔵設備コスト評価結果を図 1 に示す。従来管理法の貯蔵設備コストを 1 と

した場合の柔軟法のコストは、空気

充填では顆粒体充填率が 50％～

90％で 0.83～0.54、He 充填では

0.64～0.53 と評価された。柔軟法に

よる経済性効果は、基準となる顆粒

体充填率が 70％の場合において空

気充填では 34％低減、He 充填で

44％低減でき、大きな効果があるこ

とが分かった。 

また、空気充填で顆粒体充填率

90％の場合では 46％の低減である

が、顆粒体充填率 70％でも He 充填

で 44％の低減効果があり、貯蔵経済

性の観点からは顆粒体高充填率化

と He 充填は同程度の重要度の選択

肢ということができる。             図 1 顆粒体貯蔵設備のコスト評価結果 
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